
など
▷ひとり親世帯への5万円給付

▷従業員自ら申請可能な休業支援金

▷最大600万円　家賃支援給付金

▷持続化給付金　対象拡大

▷資金繰り支援　企業への資本注入　等

▷医療従事者への慰労金 ▷農林漁業・食品関係事業者支援

▷旅行、飲食、イベントにお得に参加

令和2年7月発行

コロナ 対策

令和2年第二次補正予算 コロナ 対策の概要が順次公表されています。。
最新の制度概要や申請先をまとめておりますので是非ご活用ください。（7月14日時点）

生活と雇用を守るための支援策

▷国産食材等をお得に購入

沼津事務所
〒410-0062
静岡県沼津市宮前町13-3
TEL 055-922-5526
FAX 055-922-5527

衆議院議員　かつまた 孝明
伊東事務所
〒414-0002
静岡県伊東市湯川1-6-2
TEL 0557-38-0015
FAX 0557-38-0015

下田事務所
〒415-0036
静岡県下田市西本郷1-4-1
三協ビル2F
TEL 0558-27-2633
FAX 0558-27-2634

国会事務所
〒 100-8981
東京都千代田区永田町2-2-1
衆議院第一議員会館920号室
TEL 03-3508-7202
FAX 03-3508-3202
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休業手当を受けられない労働者に対する給付

地代・家賃の負担を軽減するための家賃支援給付金

最新支援策　一覧表

持続化給付金の対象拡大（雑所得や給与所得も申請可）

中小企業向け資本性資金供給・資本増強支援

※当資料に記載の内容は、お問い合わせの多い支援事業です。
その他にも支援策等ございますので、各省庁のHP等でご確認ください。

中小企業・小規模事業者向け資金繰り支援

雇用調整助成金・休業対応支援金の上限拡大

最新情報は
こちらから くらしとしごとの支援策

15農林漁業者・食品関連事業者向け支援策

06医療従事者・介護職員への慰労金

16個人・ご家庭向けお得な制度

2 生活と雇用を守るための支援策



※当資料に記載の内容は、お問い合わせの多い支援事業です。
その他にも支援策等ございますので、各省庁のHP等でご確認ください。

日本経済と国民生活の立て直しに向けて
3

（令和2年3月11日）静岡県ホテル旅館生活衛生同業組合の役員の皆様と、新型コロナウイルスに
よる観光業の未曽有の危機的状況を西村康稔･内閣府特命担当大臣、岸田文雄･自民党政務調
査会長に訴え、大胆な経済対策を求める緊急要望活動を行った。

西村康稔 内閣府特命担当大臣 岸田文雄 自民党政調会長

政府による新型コロナウイルスに係る緊急事態宣言の中で地元での
活動も自粛される中、ZOOM会議で地元の団体・企業の皆さまより数々の
ご要望を聴取する。

（ 令 和 2 年 6 月 2 5 日 ）本 年 3 月 1 1 日 の 要 望 活 動 に引き続き再 度 、静 岡 県ホテル 旅 館 生 活 衛 生 同 業 組 合 の 役 員 の 皆 様 が
a f t e r / w i t hコロナ の 中 で 更 なる資 金 繰りの 円 滑 化 や 、G oToキャン ペーン 等 の 誘 客 政 策 の 速 や か な 実 施 を 要 望 。

（令和2年6月16日）再生可能エネルギー議連のメンバーと小泉環境大臣と
after/withコロナ を見据えた我が国のエネルギー政策について意見交換。

鈴木俊一 自民党総務会長 西村康稔 内閣府特命担当大臣
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申請の流れ

相 談 先

①自医療機関等の慰労金の基本的な金額を確認します。
②慰労金の対象となる医療従事者や職員を特定し、慰労金の代理申請・受領の委任状を
    集めます。
③申請書等を作成します。
④申請書等を原則としてオンラインにより提出します。
⑤都道府県が申請内容を確認後、慰労金が交付されます。
⑥対象となる医療従事者や職員に慰労金を給付します。
⑦慰労金の給付終了後、1か月を目処に、実績報告を行います。



ひとり親世帯を支援するための給付金

給付金の支給手続き

▶ 基本給付は申請不要です
▶ ８月頃、令和２年６月分の児童扶養手当を支給している口座に

振り込みます。

令和２年６月分の児童扶養手当が支給される方（表面１．①に該当する方）

【ご注意ください】
※ 給付金を希望しない場合は、送付する届出書を返送してください。
※ 児童扶養手当の支給に当たって指定していた口座を解約しているなど、

給付金の支給に支障が出る恐れがある場合は、振込指定口座を変更
するなどの手続きをお願いします。

「ひとり親世帯臨時特別給付金｣ の
“振り込め詐欺”や“個人情報の詐取”にご注意ください。

ご自宅や職場などに都道府県・市区町村や厚生労働省（の職員）などをかたった不審な電話や郵便があった場合
は、お住まいの市区町村や最寄りの警察署（または警察相談専用電話 ）にご連絡ください。

それ以外の方（表面１．②、③に該当する方）

▶ 基本給付、追加給付（１．②に該当する方）ともに申請が必要です
▶ 申請書に振込先口座などを記入して、必要書類とともにお住まいの

自治体の窓口に直接、または郵送でご提出ください。
▶ 給付金の支給要件に該当する方に対して、申請内容を確認して

指定口座に可能な限り速やかに振り込みます。

ひとり親
世帯

給付金の申請手続き
お住まい
の自治体

① お住まいの自治体の窓口に直接か郵送でご提出ください。

指定口座へ振込み
② 提出された申請書から、給付金の支給要件に該当

するかを判断した上で、振り込みが行われます。

「ひとり親世帯臨時特別給付金」コールセンター
（受付時間 平日 ～ ）

○申請方法の詳細については、お住まいの市区町村の
「ひとり親世帯臨時特別給付金」担当窓口までお問い合わせください。

お問い合わせ先

▶ 追加給付は申請が必要です
▶ 定例の現況確認時（８月）などにあわせて、収入が減少している旨

の申請を簡易な方法で行っていただきます。申請内容を確認して
可能な限り速やかに振り込みます。
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労働者・事業主の皆さまへ

新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金のご案内

厚生労働省・都道府県労働局

■給付金制度の詳細、給付金Q&A、申請書のダウンロードなど
厚生労働省新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金HPをご確認ください
https://www.mhlw.go.jp/stf/kyugyoshienkin.html

■お電話でのお問い合わせは厚生労働省コールセンターへ
厚生労働省新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金コールセンター
電話 0120-221-276 月～金 8：30～20：00 / 土日祝 8：30～17：15

おお問問いい合合わわせせはは

申 請 審 査 支 給

必要に応じ
て事業主・
労働者に内
容を調査

申請者に支給(不支給)
決定通知
本人口座へ振込み

事業主

労働者

事業主の協力を
得て申請書類を
作成

都道府県労働局に設置
された集中処理センター
にて、申請内容を審査、
支給決定

都道府県労働局
（集中処理センター） 労働者

申申請請のの流流れれ

申請

（注）
• 複数事業所の休業について申請する場合、複数事業所分の情報をまとめて申請する必要があります。１つの事業所の
分の申請をした期間については、その申請以外全て無効になります。

• 申請書類の作成に当たり事業主の協力を得られない場合は、法律に基づき都道府県労働局から事業主に対して報告を
求め、その回答があるまでは審査を行うことができません。その分申請から支給まで時間を要することとなります。

• 不正行為により支援金・給付金の支給を受けた場合には、労働者に対して、最大で支給額の３倍の額を請求すること
があります。また、事業主や代理人、社会保険労務士が故意に不正行為を行った場合には、労働者と連帯して上記の額
の納付を求めることや、その名称等を公表することがあります。

主に以下２つの条件に当てはまる方に、休業前賃金の８割（日額上限11,000
円）を、休業実績に応じて支給します。

① 令和２年４月１日から９月30日までの間に、事業主の指示により休業した
中小事業主の労働者

② その休業に対する賃金（休業手当）を受けることができない方
※ 詳細は厚生労働省HPに掲載した給付金Q&A等をご確認ください。

制制度度概概要要

（注）

新型コロナ ウイルス感染症対応
休業支援金・給付金
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労働者・事業主の皆さまへ

新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金のご案内

厚生労働省・都道府県労働局

■給付金制度の詳細、給付金Q&A、申請書のダウンロードなど
厚生労働省新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金HPをご確認ください
https://www.mhlw.go.jp/stf/kyugyoshienkin.html

■お電話でのお問い合わせは厚生労働省コールセンターへ
厚生労働省新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金コールセンター
電話 0120-221-276 月～金 8：30～20：00 / 土日祝 8：30～17：15

おお問問いい合合わわせせはは

申 請 審 査 支 給

必要に応じ
て事業主・
労働者に内
容を調査

申請者に支給(不支給)
決定通知
本人口座へ振込み

事業主

労働者

事業主の協力を
得て申請書類を
作成

都道府県労働局に設置
された集中処理センター
にて、申請内容を審査、
支給決定

都道府県労働局
（集中処理センター） 労働者

申申請請のの流流れれ

申請

（注）
• 複数事業所の休業について申請する場合、複数事業所分の情報をまとめて申請する必要があります。１つの事業所の
分の申請をした期間については、その申請以外全て無効になります。

• 申請書類の作成に当たり事業主の協力を得られない場合は、法律に基づき都道府県労働局から事業主に対して報告を
求め、その回答があるまでは審査を行うことができません。その分申請から支給まで時間を要することとなります。

• 不正行為により支援金・給付金の支給を受けた場合には、労働者に対して、最大で支給額の３倍の額を請求すること
があります。また、事業主や代理人、社会保険労務士が故意に不正行為を行った場合には、労働者と連帯して上記の額
の納付を求めることや、その名称等を公表することがあります。

主に以下２つの条件に当てはまる方に、休業前賃金の８割（日額上限11,000
円）を、休業実績に応じて支給します。

① 令和２年４月１日から９月30日までの間に、事業主の指示により休業した
中小事業主の労働者

② その休業に対する賃金（休業手当）を受けることができない方
※ 詳細は厚生労働省HPに掲載した給付金Q&A等をご確認ください。

制制度度概概要要

（注）

雇用調整助成金コールセンター    
0120－60－3999     
受付時間　9：00～21：00　土日・祝日含む

厚生労働省LINEアカウントからも
詳細をご覧いただけます→

9
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7 月14日（火）より
申請受付開始



7 月14日（火）より申請受付開始予定
電子申請を行うことが困難な方のために、順次、「申請サポート会場」も開設していく予定です。

7 月14日（火）より
申請受付開始



12 持続化給付金　対象拡大対象拡大



中小企業向け資本性資金供給
資本増強支援事業

中小企業への資本性資金供給

46

中小企業向け資本性資金供給・
資本増強支援事業大

企
業

中
堅
企
業

中
小
企
業
・
小
規
模
事
業
者

【お問合せ先】
１．資本性劣後ローン

２．中小企業経営力強化支援ファンド 及び ３．中小企業再生ファンド
中小企業金融相談窓口 0570ｰ783183 ※平日・土日祝日 9時00分～19時00分

新型コロナウイルス感染症の影響を受けている中小企業に対して、出資等を通
じた資本増強策を強化することで、スタートアップの事業成長下支えや事業の
「再生」により廃業を防ぐとともに、V字回復に向けた「基盤強化」を図ります。

日本公庫及び商工中金等において、民間金融機関が自己資本とみなすことができる
資本性劣後ローンを供給することで、民間金融機関等からの円滑な金融支援を促し
つつ、事業の成長・継続を支援します。

地域の核となる事業者が倒産・廃業することがないよう、官民連携のファンドを通じた
出資・経営改善等により、事業の再生とその後の企業価値の向上をサポートするなど、
成長を全⾯的に後押しします。
また、全国47都道府県の「事業引継ぎ支援センター」とも連携し、出資先企業の第
三者承継を促進し、地域の事業再編にもつなげていきます。(45ページ参照)

２．中小企業経営力強化支援ファンド（再掲）

１．資本性劣後ローン（事前相談受付中。システム構築後８月上旬制度開始予定。）

過大な債務を抱えた中小企業の再生を図るために、官民連携のファンドを通じて、
債権買取りや出資等を行い、経営改善までのハンズオン支援を実施します。
また、全国47都道府県の「中小企業再生支援協議会」とも連携し、再生計画の策
定と事業再生を促進します。

３．中小企業再生ファンド

③
給
付
金

④
設
備
投
資
・
販
路
開
拓

⑤
経
営
環
境

①
経
営
相
談

②
資
金
繰
り

⑥
税
等

【主な貸付条件】
貸付対象：新型コロナウイルス感染症の影響を受けた、以下のいずれかに該当する事業者
① Ｊ-Startupに選定又は中小機構が出資する投資ファンドから出資を受けた事業者
② 再生支援協議会の関与のもとで事業再生を行う事業者
③ 事業計画を策定し※、民間金融機関等による協調支援を受ける事業者
※国民事業については、原則認定支援機関の経営指導を受けて事業計画を策定した事業者

貸付限度：中小事業・商工中金7.2億円（別枠）、国民事業7,200万円（別枠）
貸付期間：5年1ヶ月、10年、20年（期限一括償還）※5年を超えれば期限前弁済可能
貸付利率：当初3年間一律、4年目以降は直近決算の業績に応じて変動

（ファンドの基本的なスキーム）

日本公庫 ＜平日＞0120-154-505、＜休日＞0120-112476（国民）、0120-327790（中小）
商工中金 ＜平日・休日＞ 0120ｰ542ｰ711
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要件 受けられる支援 相談窓口

①個人事業主向け（小規模に限る）

※ 見やすさの観点から簡略化していますので、詳しい情報は支援策パンフレットでご確認ください。

概要

売上高 ％以上減少なら
• 中小事業最大 億円、国民事業最大 万円 別枠
• 設備 年、運転 年、うち据置 年以内
• 当初３年間利子補給

• 最大 億円（別枠）
• 設備 年、運転 年、うち据置 年以内
• 当初３年間利子補給

お近くの民間金融機関
（セーフティネット保証５号）

日本政策金融公庫
（コロナ特別貸付）

売上高要件の考え方 注

＜創業１年１か月以上＞
最近１ヵ月※の売上高と、前年または前々年の同期と比較

＜創業１年１か月未満及び店舗・業容拡大しているスタートアップなど＞
以下のいずれかで比較 ※業歴 ヵ月以上に限る
 最近 ヵ月の売上高と過去 ヵ月（最近 ヵ月を含む）の平均売上高の比較
 最近 ヵ月の売上高と令和元年 月の売上高の比較
 最近 ヵ月の売上高と令和元年 月から 月の平均売上高を比較

この資料は、プロト
スター株式会社運
営する

に株
式会社 が寄
稿した記事を参考
にして作成しました。

商工組合中央金庫等
（危機対応融資）

• 最大 万円、当初３年間利子補給
• 融資期間 年、うち据置 年以内
• 信用保証協会利用にかかる保証料ゼロ

②小・中規模企業者向け（①以外）

売上高 ％以上減少なら

要件 受けられる支援 概要相談窓口

売上高 ％以上減少なら

お近くの民間金融機関
（セーフティネット保証 号、危機関連保証）

売上の減少幅に関係なく

• 中小事業最大 億円、国民事業最大 万円 別枠
• 設備 年、運転 年、うち据置 年以内
• 当初３年間基準金利▲ ％

• 最大 億円（別枠）
• 設備 年、運転 年、うち据置 年以内
• 当初３年間基準金利▲ ％

日本政策金融公庫
（コロナ特別貸付）

商工組合中央金庫等
（危機対応融資）

お近くの民間金融機関
（セーフティネット保証５号）

日本政策金融公庫
（コロナ特別貸付）

商工組合中央金庫等
（危機対応融資）

• 最大 万円、当初３年間利子補給
• 融資期間 年、うち据置 年以内
• 信用保証協会利用にかかる保証料ゼロ

• 最大 億円（別枠）
• 設備 年、運転 年、うち据置 年以内
• 当初３年間利子補給

• 最大 万円
• 融資期間 年、うち据置 年以内
• 信用保証協会利用にかかる保証料を 補助

日本政策金融公庫
（セーフティネット貸付）

• 中小事業最大 億円、国民事業最大 万円 別枠
• 設備 年、運転 年、うち据置 年以内
• 当初３年間利子補給

中小企業向け資金繰り支援内容一覧表（ 時点）

小規模*

売上高 ％以上減少なら 小規模*ではない

実質無利子

売上の減少幅に関係なく
• 国民事業最大 万円
• 設備 年、運転 年、うち据置 年以内 等

日本政策金融公庫
（セーフティネット貸付）貸付

実質無利子

低利融資

保証料補助

貸付

＜※小規模の要件＞
製造業、建設業、運輸業、その他業種
→ 従業員 名以下

卸売業、小売業、サービス業
→ 従業員 名以下

企業の分類の考え方

小規模
（※※）

中規模

個人事業主 ①
②

法人 ②

• 中小事業最大 億円、国民事業最大 万円
• 設備 年、運転 年、うち据置 年以内 等

スタートアップ・再生支援等
• 国民事業最大 万円（別枠）
• 貸付期間 年 ヶ月、 年、 年（期限一括償還）

日本政策金融公庫
（コロナ資本性劣後ローン）資本性劣後ローン

スタートアップ・再生支援等

• 中小事業最大 億円（別枠）
• 国民事業最大 万円（別枠）
• 貸付期間 年 ヶ月、 年、 年（期限一括償還）

日本政策金融公庫
（コロナ資本性劣後ローン）

資本性劣後ローン
商工組合中央金庫等
（危機対応融資）

• 最大 億円（別枠）
• 貸付期間 年 ヶ月、 年、 年（期限一括償還）
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要件 受けられる支援 相談窓口

①個人事業主向け（小規模に限る）

※ 見やすさの観点から簡略化していますので、詳しい情報は支援策パンフレットでご確認ください。

概要

売上高 ％以上減少なら
• 中小事業最大 億円、国民事業最大 万円 別枠
• 設備 年、運転 年、うち据置 年以内
• 当初３年間利子補給

• 最大 億円（別枠）
• 設備 年、運転 年、うち据置 年以内
• 当初３年間利子補給

お近くの民間金融機関
（セーフティネット保証５号）

日本政策金融公庫
（コロナ特別貸付）

売上高要件の考え方 注

＜創業１年１か月以上＞
最近１ヵ月※の売上高と、前年または前々年の同期と比較

＜創業１年１か月未満及び店舗・業容拡大しているスタートアップなど＞
以下のいずれかで比較 ※業歴 ヵ月以上に限る
 最近 ヵ月の売上高と過去 ヵ月（最近 ヵ月を含む）の平均売上高の比較
 最近 ヵ月の売上高と令和元年 月の売上高の比較
 最近 ヵ月の売上高と令和元年 月から 月の平均売上高を比較

この資料は、プロト
スター株式会社運
営する

に株
式会社 が寄
稿した記事を参考
にして作成しました。

商工組合中央金庫等
（危機対応融資）

• 最大 万円、当初３年間利子補給
• 融資期間 年、うち据置 年以内
• 信用保証協会利用にかかる保証料ゼロ

②小・中規模企業者向け（①以外）

売上高 ％以上減少なら

要件 受けられる支援 概要相談窓口

売上高 ％以上減少なら

お近くの民間金融機関
（セーフティネット保証 号、危機関連保証）

売上の減少幅に関係なく

• 中小事業最大 億円、国民事業最大 万円 別枠
• 設備 年、運転 年、うち据置 年以内
• 当初３年間基準金利▲ ％

• 最大 億円（別枠）
• 設備 年、運転 年、うち据置 年以内
• 当初３年間基準金利▲ ％

日本政策金融公庫
（コロナ特別貸付）

商工組合中央金庫等
（危機対応融資）

お近くの民間金融機関
（セーフティネット保証５号）

日本政策金融公庫
（コロナ特別貸付）

商工組合中央金庫等
（危機対応融資）

• 最大 万円、当初３年間利子補給
• 融資期間 年、うち据置 年以内
• 信用保証協会利用にかかる保証料ゼロ

• 最大 億円（別枠）
• 設備 年、運転 年、うち据置 年以内
• 当初３年間利子補給

• 最大 万円
• 融資期間 年、うち据置 年以内
• 信用保証協会利用にかかる保証料を 補助

日本政策金融公庫
（セーフティネット貸付）

• 中小事業最大 億円、国民事業最大 万円 別枠
• 設備 年、運転 年、うち据置 年以内
• 当初３年間利子補給

中小企業向け資金繰り支援内容一覧表（ 時点）

小規模*

売上高 ％以上減少なら 小規模*ではない

実質無利子

売上の減少幅に関係なく
• 国民事業最大 万円
• 設備 年、運転 年、うち据置 年以内 等

日本政策金融公庫
（セーフティネット貸付）貸付

実質無利子

低利融資

保証料補助

貸付

＜※小規模の要件＞
製造業、建設業、運輸業、その他業種
→ 従業員 名以下

卸売業、小売業、サービス業
→ 従業員 名以下

企業の分類の考え方

小規模
（※※）

中規模

個人事業主 ①
②

法人 ②

• 中小事業最大 億円、国民事業最大 万円
• 設備 年、運転 年、うち据置 年以内 等

スタートアップ・再生支援等
• 国民事業最大 万円（別枠）
• 貸付期間 年 ヶ月、 年、 年（期限一括償還）

日本政策金融公庫
（コロナ資本性劣後ローン）資本性劣後ローン

スタートアップ・再生支援等

• 中小事業最大 億円（別枠）
• 国民事業最大 万円（別枠）
• 貸付期間 年 ヶ月、 年、 年（期限一括償還）

日本政策金融公庫
（コロナ資本性劣後ローン）

資本性劣後ローン
商工組合中央金庫等
（危機対応融資）

• 最大 億円（別枠）
• 貸付期間 年 ヶ月、 年、 年（期限一括償還）
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国 産 農 林 水 産 物 等 販 売 促 進 緊 急 対 策

【対象品目】
コロナ禍の影響で出荷が停滞している国産食材等を、送料無料でお得に購入できます。

インターネット販売サイトはこちら！ 国産食材 ネット販売

マ イ ナ ポ イ ン ト 事 業

旅 行・飲 食・イ ベ ント に お 得 に 参 加

Go To キャンペーン 事業 

詳細はこちら！ マイナポイント

個人・ご家庭向け　お得な制度個人・ご家庭向け　お得な制度
国 産 食 材 を お 得 に 購 入

キャッシュレスで 上 限 5 0 0 0 円もらえる

Go To Travel

Go To Eat

Go To イベント Go To 商店街

国内旅行代金の1/2相当額を宿泊割引、クーポン券等。
一人一泊あたり上限２万円（日帰り旅行については、１万円）
連泊制限や利用回数の制限なし

対象飲食店を予約・来店すると、最大1000円分ポイント等
登録飲食店で使えるプレミアム付食事券（2割相当分の割引等）

チケット代を2割引きで購入できる割引支援
会場での物販等で利用できるクーポン（チケット代の2割相当）

商店街等によるキャンペーン期間中のイベント開催、
プロモーション、観光商品開発等の実施。

8月開始予定

7月予約開始

牛 肉 水 産 物 そ ば ジ ビ エ 野菜・果物花 き茶

※7月22日（水）スタート 海の日を含む７月４連休の前日の７月２２日以降に開始する旅行代金の割引を先行的に開始
７月２２日以降の旅行を既に予約している方々については、旅行後の申請により割引分を還付


